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継続的契約関係終了後における競業の禁止
川　越　憲　治
一　はじめに
　競業の禁止に関しては商法に若干の規定がある。すなわち，代理商（商法
48条），支配人（商法41条），取締役（商法264条，有限会社法29条），合
名会社の社員（商法74条）および合資会社の無限責任社員（商法147条，な
お同法155条参照）は，本人等の許諾等を得た場合のほか，競業をしてはな
らないこととされており，営業の譲渡人は同市町村及び隣接市町村内におい
て20年問，特約をかわした場合は同府県及び隣接府県内において30年間まで，
競業が禁止される（商法25条）。これが法定の競業避止義務であるが，競業
の禁止は，そのほか，当事者問の契約によって発生することもあるし，競業
行為が不法行為等によって禁止されることもある。
　競業禁止問題については，最近，商法学者による解明が進められつつある
し，（注1）労働法のジャンルでは従来から相当に研究が行われてきた」注2）し
かし，民法や独占禁止法等，それ以外の分野については，実際には重要な課
題であるにもかかわら凱ほとんど研究されていないし，（注3）判例等の資料
の収集も行われていない。そこで，本稿においては，最も紛争の発生しやす
い継続的契約関係終了後の時点に焦点をあてて，競業禁止問題を検討するこ
とにしたい。
一129一
治憲越
（注1）　神作裕之「商法における競業禁止の法理」（1）～（5）未完，（法学協会雑誌107巻8
　　号，9号，10号，108巻1号，2号），江頭憲治郎「代理商の競業避止義務と独占禁
　　止法上の不公正な取引方法」（現代商法学の課題（上）所収），北村雅史「取締役の競
　　業取引について」（民商法雑誌97巻2号）等。
（注2）　後藤清・転職の自由と企業秘密の防衛，山口俊夫「労働者の競業避止義務」　（労
　　働法の諸問題・所収），萬井降令「職務専念義務論」　（個人法と団体法・所収），樫
　　原義比古「労働者の退職後における競業避止に関する契約」（民事責任の現代的課
　　題・所収）等。
（注3）　ただし，代理商と独占禁止法の関係については，注1記載の江頭教授の論文をは
　　じめとして，従来から議論が行われてきている。
二　競業避止契約の効力
　競業避止契約の効力については，「其期間に付いても，其の区域に付いて
も，同時に無限に同一の営業を為さざる旨の責務を負担すべきに於ては（中
略）法律の保護を与ふべきものにあらざるも，之を適当なる期間または区域
に制限しあるに於ては（中略）権利を保護すべきを当然となす」との古い時
代の判例がある（大判明32．5．2．民録5－5－4）。この判例は，一般的制
限は無効であるが，期問と地域により部分的に限定された契約は有効だとす
るものであって，取引の制限（restraint　of　trade）に間する18世紀から19世
紀にかけてのイギリスの判例を受け継いだものである。しかし，同国におい
ては，19世紀末以来，より契約の自由を重んじ，法規制を緩和する方向へ動
いてきており，わが国においても，戦後の判例を見ると，必ずしも上記の枠
組みにとらわれずに競業禁止契約の有効性を認めたものが存在する。そこで，
以下において若干の判例を紹介する。
　まず，継続的契約に関するものではないが，前記の大審院判例の枠組みを
維持するものとして次の最高裁判所の判例を引用する必要がある。
　①　パチンコ店事件，最判昭44．10．7．判時575－35
　〔事実〕　上告人と被上告人との間に成立した契約において，上告人が二
　年聞，町内において被上告人と同一業種のパチンコ店を営業しないことを
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　約した。
　〔判旨〕　期問および地域を限定し，かつ営業の種類を特定して競業を禁
　止する契約は，特別の事情の認められない限り，公序良俗に反しない，と
　して有効と認めた。
　①事件は和解契約にもとずき競業避止の合意がなされたものであったが，
チェーン契約に規定された競業避止条項が有効と認められた例としては，次
のものがある。
　②ナックチェーン事件，東京地八王子支判昭63．L26．判時1285－75
　〔事実〕　原告と被告はフランチャイズ契約を結んだが，その条項中に，
　大要「契約終了後2年問は同一都道府県および隣接都道府県において，類
似し競合する業種に従事してはならない」との条項があった。それにもか
　かわらず，被告は，フランチャイズ契約の合意解約後も，同種の営業を行
　っていた。
　〔判旨〕　被告が契約終了後行った営業と原告の営業との間に競合があり，
　利益の衝突があるとし，上記契約条項にもとずき，被告の営業の差止等を
　命じた。
　この事件も地域と時間による制限の範囲内で，競業避止契約を有効と認め
たケースであるが，次に引用するのは，時間の限定はあるが，場所の限定は
ないというケースである。
③こがねちゃん弁当事件高地地判昭60．1L21．判タ603－65
　〔事実〕　原告と被告との間で締結したフランチャイズ契約書中に，大要
　「本契約期間中は，被告は，同種の事業に従事してはならない」との条項，
　および「本契約上の各種の権利の有効期間は，契約締結の日から5年間と
する」との条項があった。それにもかかわらず，被告は競合チェーンに加
　入し，原告との契約は解除された。
　〔判旨〕　上記契約条項にもとづき，契約終了の有無を問わず，契約日以
　降5年間の競業避止義務があるとして，損害賠償を命じた。
　これらの二つの事件において，裁判所は，競業禁止契約そのものの有効性
一131一
川越憲治
については，特段の疑問を持つこともなく，合意がある以上当然に有効とい
うスタンスで接しているようである。特に③事件の場合は，時間的な限定は
相当に長く，地域の限定もなく，しかも契約解釈上で若干の無理をした上で，
競業避止契約を有効と認めているのであって，この間題に相当に積極的な態
度で接している点が注目される。次に，中央卸売市場関係の事件を紹介する。
　④　中央魚市場事件　熊本地八代支部判昭35．1．13．下民集11－1－4
　〔事実〕　原告は株式会社鏡中央魚市場といい，水産物鮮魚並びにその加
　工品の集荷販売する会社である。同社設立の3年後，株主であり役員であ
　った被告二名（個人）は，株式を原告に譲渡し，役員の地位を退いて退職
　金を受けとったが，その際「退職株主は原告会社の運営に対して営業妨害
　行為は一切之を行はない」旨の合意がなされた。
　　しかるに，その後間もなく，被告らは株式会社鏡第一魚市場を設立し営
　業を開始した。そこで，原告は被告両名に対して契約違反にもとずく損害
　賠償を請求した。
　〔判旨〕　契約にもとずき被告両名は競業避止の義務を負うことは明白で
　あるが，会社の行った競業行為についてまで被告両名に責任を負わせるわ
　けにはいかない。もとより会社形態を利用して義務を回避するのは許され
　ないが，被告等が責任を負うとすれば，それは被告等が会社を支配してい
　たことと，会社の利用が義務回避のためであったことの立証が必要である。
　本件の場合は，この点の立証がない。
　本件の事案は，契約の仕方にやや不備があったにもかかわらず，一般論と
して競業の禁止を肯認したこと，右の判断にあたり，場所や時間の限定を問
題にしていないこと，本件事案の解決上で，法人格否認の法理の適用がなさ
れなかったことが特徴として認められる。
　なお，この事件が発生した頃は，中央魚市場の統合が問題となった時代で
あった。市場統合問題の対処には，競争制限という公益性の側面から光をあ
てることも必要である。④事件とほとんど同時期に，隣接した熊本市におい
ては，魚卸売市場における独占禁止法違反事件が発生していた。（注1）勿論，
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この事件と本件④事件とでは事案の内容を異にするが，本事件も独占禁止法
の視点から事実を調査しなおしたならば，どのような結論になったであろう
かという興昧をいだかせられる事案であった。
　以上①から④までは，純粋に企業と企業の間で競業避止契約が結ばれた事
案であるが，そのほかに，事業者を対象とする競業避止契約としては，かつ
ての従業員や役員が退職した後，独立して自ら営業を行うことに対して制限
を課するという場合がある。この類型は，従業員等が退職した後に他の企業
に就職する場合と異り，労働法上の問題ではなく企業法上の問題である。そ
こで，本稿の射程内におさめ若干の事件を紹介したいと思う。
　⑤背任事件名古屋地判昭54．2．9．判タ392－162
　〔事実〕　訴外会社の名古屋営業所長である訴外某は，在職中に被告会社
　の取締役に就任し，訴外会社と同一内容の業務を営む等の背任行為をした
　ので解雇された。その後，右背任行為にもとずく損害の清算をするための
　交渉が行われたが，その際同人は，被告会社の代表者をも兼ねて，訴外会
社の製品や類似品を製造販売等をすることが，訴外会社と競業することに
　なるので，右営業を一切行わない旨契約した。
　　ところが被告会社により右契約に違反する行為が行われたので，訴外会
　社から権利義務の譲渡を受けた原告が，右行為の差止を求めて訴訟になっ
　た。
　被告会社は，右の特約は，場所的・時問的な範囲において制限がなく，
　禁止される営業の範囲も広範に及んで極めて無限定であるから，民法90条
　により無効だと主張した。
　〔判旨〕　本件の競業禁止契約が締結されるに至ったのは背任行為の解決
　の一つとして行われたものであって，何ら非も責もない従業員が退職する
　にあたって競業禁止を約束するのとは異る。したがって，場所的・時問的
　に無限定だからといって，直ちに公序良俗違反ということはできない。
　本件の特色は，競業禁止契約に時間的・場所的な限定が加えられていない
点にある。それにもかかわらず，本件のような事情の下では，競業避止契約
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は有効と判断された。
⑥贈与事件東京地判昭42．12．25．判時520－61
　〔事実〕　原告会社は警備装置の製造販売を行う会社であり，被告はその
　従業員であった。被告は同社を退社するに際し，同業に従事しないと申出
　たので48万円の贈与を受けた。
　　ところが被告は退社6ケ月後頃から，原告に在籍中に注文取りに廻った
　顧客に対し，盗難装置の売込みをはじめた。さらにその後，原告会社と同
　種の事業を営む会社を設立してその取締役になるとともに，原告会社の従
　業員の引抜き等を行った。
　　そこで，原告は前記48万円の返還を求めて訴訟を提起した。
　〔判旨〕　原告の主張を容認した。理由は次のとおりである。「一般的に
　合理的な事由がないのに特定の職業につくことを禁ずる契約は，公序良俗
　に反するものと考えられるけれども，その禁止がある代償を受ける代りに
　課せられる場合は，それが相手方の窮迫に乗じたとか，差別待遇になると
　か，これにより著しく独占的傾向を生じ，公正な取引が阻害される結果を
　来たすとか，特別の事由がない限り，これを以て必ずしも公序良俗に反す
　るものとは認めがたい。ただこの場合でも代償を保有し続ける限り，職業
　の自由を制限されても巳むを得ないと謂うのであって，その代償は，これ
　を随時返還して，該制限を免れることができるものと解すべきであって，
　これに反し，一旦代償を受けた以上，これを返還しても制限を免れること
　ができないと解することは，理由なく職業の自由を制限することに帰し，
　許されないと謂うべきである。されば本件においても前記負担付贈与契約
　が無効とは解しがたく，被告が職業の自由を回復したければ，金四八万円
　を返還すれば足りるのである。
　本事件も，契約上では場所的・時間的な限定がなされていない。しかし，
より大きな特色は，この事件の原告が，被告に対して営業の差止や損害賠償
の請求をせず，贈与金の返還だけを求めた点にある。判決は，贈与金さえ返
還すれば競業行為をすることができるとするもので，むしろ営業の自由に主
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眼を足いた判決だと評しうる。
　以上6つの判例の検討の結果，次の帰結を導びくことができると思う。
　第一は，事業者に対する競業禁止契約は，当然に無効になることはないと
いうことである。
　第二は，競業禁止契約が有効かどうかについては，合意がある以上当然に
有効だと判断する判決と合理性の有無を検討してから決定するとする判決の
二種類があるということである。この点は，①事件の最高裁判決が，競業避
止契約を無条件には有効としていない以上，後者の立場を正当とするべきで
あろう。
　第三に，合理性の内容をどう理解するかが問題になる。まず制限の程度に
おいては，時間的・場所的制限があれば，原則的に合法とみられそうである。
しかし，時問的には2年を合法としたもの2件，5年を合法としたもの1件，
無限定で合法としたもの3件という結果がでており，場所的には限定したも
の2件，無限定のもの4件で，いずれも少なくとも一般論としては，有効性
を認めるという帰結に至るのであるから，むしろ時間的・場所的限定がない
場合でも，内容的な合理性があれば有効性が認められる可能性は相当に大き
いといえるであろう。
　競業禁止契約の趣旨，目的に関しては，紛争解決のための和解，チェーン
システムの維持，中央市場の秩序維持，背任行為を背景とした利益衝突の防
止，対価の提供といった事態が，それぞれの事案のなかに存在していた。こ
れらは，契約当事者間の利害関係の調整としては，いずれもそれなりの合理
性が認められるものであるが，公益性の視点からは問題意識をいだかせると
ころがないでもない。しかし，①～⑥事件の判決が，究極においてそれぞれ
の契約の効力を否定していない以上，当該の事案のなかには，そのような要
因が存在していなかったのであろうと思われる。
（注1）公正取引委員会審決昭35．2．9．審決集10－17
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三　法定の競業避止義務
　競業避止義務が制定法により明文化されている場合としては，前述の通り
商法に幾つかの規定があるが，それらはすべて継続的契約関係終了後の事態
に対応するものではない。　（営業譲渡後の場合は，契約終了後の事態に対応
するものであるが，一時的債権関係の問題である。）しかし，競業禁止に関
する契約がまったく結ばれていない場合において，継続的契約関係終了後に
競業状態が発生し，これが紛争に発展して行くケースはしばしば発生する。
この種の紛争を解決するのに，もっとも中心的な役割をはたすのは，不法行
為（民法709条以下）の規定であるが，そのほかにも若干の法理論がないで
もない。いずれにせよ，これらの法規制は，強行法規の適用により，競業行
為の合法性の有無を決定するものである。したがって，これらにより違法と
判断される限りにおいて，事業活動に対して法定の競業避止義務を負わせた
ものと理解することができる。
　⑦日本オートケミカル事件東京地判，昭51．12．22．判タ354－290
　〔事実〕　原告会社はクッション・ワックス等の販売会社である。被告達
　は，同社の取締役や従業員であった頃から，原告と類似の製品を取扱い，
　類似の形態で営業する被告会社の設立を企図し，開業準備を進めていた。
　右の準備が相当に進んだ段階で，被告達は事務の引継も行わず，突然一斉
　に退社，直ちに上記会社を設立して取締役に就任するとともに，原告会社
　に在職していた当時担当していたのと同じ区域において，すでに顔なじみ
　になっていた得意先に対し，原告の製品と同一ないし類似の商品を販売し
　た。
　原告は，被告達の行為により，同社の営業が停止状態となったとして，
　被告会社と被告達個人に対し，共同不法行為を理由に損害倍償の請求を行
　った。
　〔判旨〕　一般論としては，同種の商品を販売することも，同種の会社を
　設立することも自由であるが，原告の営業活動を違法に侵害してはならな
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いのであって，退職の時期を考えるとか，予告するとか，商品の選定や販
売先を配慮する等のことが当然に要請される。しかるに被告達は，在職中
から被告会社の設立を企図し，突然一斉に退職し，競合する被告会社を設
立し，原告の得意先に対して同一または類似の商品の販売を開始したので
あるから，著しく信義を欠き，自由競争としての範囲を逸脱した違法なも
のといわざるをえない。
⑧牛乳販売店事件東京地判昭44．6．30．判タ240－246
〔事実〕　被告の牛乳販売店の従業員が，原告であるメーカーと共謀して
独立し，かつての牛乳販売店の得意先に牛乳を配達販売した。被告はこの
ため営業することができなくなったが，さらに原告は被告に売掛金回収の
訴訟を起した。
〔判旨〕　得意先は法律上の保護の対象になる。訴外の従業員が新たに牛
乳販売店の営業をはじめるにあたって行った得意先の獲得は，社会的に是
認しえない不公正な方法によって，被告の営業の得意先を侵奪したもので
違法な行為であり，不法行為にあたる。
⑨　飯島製作所事件　東京地判昭51．12．22．判タ354－29
〔事実〕　原告（個人）は飯島製作所の名で機械加工業を営んでいる業者
であり，被告達（個人）はその親や兄弟であるが，両者間に対立が発生し，
被告達は被告会社を設立して役員に就任した。その後，原告の取引先に対
し「会社設立御案内」なる書面を送付し，飯島製作所一同によって新会社
を設立したこと等を通知し，被告会社名で従来の取引先との取引を始めた。
そこで，原告は被告個人と被告会社に対して損害賠償請求等を求めて訴を
提起した。
〔判旨〕　裁判所は次のように述べて，不法行為による損害賠償請求を肯
認した。「被告（達）が飯島製作所をやめて被告会社を設立し新たに営業
を始めたこと自体は営業上の自由競争として何ら制限されるものでなく違
法と目されるべきものではない。しかし，同被告らは共同して飯島製作所
の取引先に対し，被告会社が飯島製作所の事業を継承し同製作所の事業体
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　が被告会社へ発展的に解消したかの如く誤解を生ぜしめる通告をし，かつ
　工場を占拠し，原告所有の機械等の一部を専用して原告による直接または
　間接の使用を事実上著しく困難にしたのであって，これは自由競争の範囲
　を逸脱し，原告の営業を妨害する違法の行為というべき（である。）」
　⑩学習塾事件大阪地判63．9．9．判時1314一一103
　〔事実〕　原告は学習塾の営業譲渡をうけた者，被告は営業譲渡人の元代
　表取締役，元教師および彼らが設立した新しい学習塾である。原告は，元
　代表取締役が新しい学習塾を設立し，代表取締役に就任したのは商法25条
　の類推により競業避止義務違反となるとして，被告会社に対して，営業の
　差止を求めた。また，元代表取締役と元教師に対しては，彼らが不法行為
　を行ったものであるとして，損害賠償を請求した。
　〔判旨〕　一般論としては商法25条の類推は可能であるが，本件の場合は
　元代表取締役が譲渡人の得意先を支配していた事実はないので，競業避止
　義務は負わない。
　　しかし，元代表取締役と元教師は，原告の顧客を勧誘する等の営業防害
　行為をしたのであって，これは正当な行為の範囲を逸脱するものである。
　したがって両名は原告に対して損害賠償義務を負う。
　以上はいずれも民法上の不法行為（民法709条）が適用された事件である
が，商法上の取締役の忠実義務を問題にした判例がある。これらは，取締役
在任中の行為を問題とするもので，継続的契約終了後の行為を対象にするも
のではないが，理論的な興昧があるので二件ほど引用する。
　⑪　通信販売事件　大阪高判昭58．3．3．判時1084－122
　〔事実〕　原告会社は趣昧雑貨等の通信販売を営む業者であり，被告（個
　人）はその取締役であったが，後にその地位をしりぞいた者である。同人
　は，右取締役在職中に被告会社を設立し，その代表取締役になった上，原
　告会社の営業上の秘密事項である資料や得意先名簿をもちだし，原告会社
　のカタログとほとんど同じカタログを作って，通信販売の方法により，被
　告会社から競合商品の販売をはじめた。
一138一
　　　　　　　　　　　　　　　　　継続的契約関係終了後における競業の禁止
　〔判旨〕　被告（個人）が取締役として在任中被告会社を設立した行為や，
　原告会社との競業行為を準備するために資料や得意先名簿を持ちだした点
　は，商法所定の忠実義務に違反する。他方，上記のカタログを作成したり，
　上記の名簿を利用して通信販売を行った行為は不法行為を構成する。
　　被告会社は被告（個人）の個人的色彩が強く，被告（個人）の不法行為
　は被告会社の代表取締役であった者が職務を行うにつきなしたものである
　から，被告会社も不法行為貢任を負う。
　⑫日本設備事件東京地判昭63．3．30．判時1272－23
　〔事実〕　原告はコンピュータソフト・ハードの製造販売会社である。被
　告（個人）は，かつて同社の取締役であったが，後に辞任した者である。
　同人は，在職中から独立を考え，原告会社の従業員を誘ってコンピュータ
　業務を営む報告会社を設立，事業を開始した。原告会社は，これにより損
　害を蒙ったとして訴訟を提起した。
　〔判旨〕　被告（個人）が取締役在任中，原告会社の人材を引抜いたのは，
　忠実義務に違反する。したがって，一斉に退社したことにもとずく損害を
　賠償する義務がある。しかし，原告の損害は，被告会社が同種の営業をす
　ることによって生じたものではないので，被告会社は損害賠償の義務はな
　い○
　以上の⑪⑫事件に共通する事実として，いずれも取締役が独立して新会社
を造ったという点がある。しかし，判決が忠実義務違反の対象とするのは，
取締役在任中の行為だけであり，その意昧で継続的契約関係終了後の問題で
はない。しかし，それにもかかわらず，これらの行為を違法とするにあたっ
て，忠実義務（商法254条の3）を根拠にしたことは興味を引く。この条項は，
アメリカ法の影響の下に戦後導入された規定であるが，そのもとになった考
え方は信認関係（fiduciary　relationship）の理論であり，これは同国におい
て継続的契約関係終了後の法規制を行う際に用いられる可能性をもつもので
あるからである。その意味で，契約の余後効（Nachwirkmg）の理論とも関
係があり，将来への発展性を秘めているので，判例として引用しておいた。
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四　独占禁止法行政
　以上において民事法上の判例にもとずき，競業禁止問題に関する裁判所の
取扱い方をみてきたのであるが，ここで眼を転じて独占禁止法行政における
競業禁止問題の取扱をみてみたい。ここには民事事件処理における裁判所の
見解と大幅に違った風景が展開しているのである。まず，審決としては次の
ものがある。
　⑬　天野製薬事件　公取委審昭45．1．12．審決集16－134
　〔事実〕　天野製薬は，ノボインダストリーとの間に，後者の製造に係る
　「アルカラーゼ」の継続的購入に関する契約を締結した。この契約はその
　後終了したが，同契約中には次のような約定が挿入されていた。
　第3条　いずれか一方の当事者が本契約を解除した場合は，その契約終
　了後3年間，天野製薬は，ノボインダストリーのアルカラーゼと競合する
　物質を製造もしくは販売しない。
　第4条　天野製薬は，契約地域において，ノボインダストリーのアルカ
　ラーゼと競合する物質を取扱わない。
　第10条　契約解除による終了後も，第3条および第4条の効力を妨げる
　ものではない。
　〔判旨〕　右契約中，ノボインダストリーの競業者と天野製薬との取引を
　禁止することを条件とするものについては，排他条件付取引の禁止（旧一
　般指定7項）に該当し，天野製薬の自ら行う製造・販売または取扱いの禁
　止を条件とするものについては，拘束条件付取引の禁止（旧一般指定8項）
　に該当するので，当該契約条項の削除を命ずる。
　この審決に対してはノボインダストリーによって審決取消訴訟が提起され
た。しかし，これに答えた東京高裁判決も（昭和46年5月19日判決，審決集
17－297），最高裁判決も（昭和50年11，月28日，審決集22－260），原告適格な
いし訴の利益を論じるだけで，競業禁止契約の評価については一言もふれて
いない。
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　⑭富士電機製造事件公取委昭25．11．10．審決集2－183
　〔事実〕　富士電機は，ドイッのフォイト社との問で水車の製作特許実施
　権の授受に関する契約を締結していたが，その中に「富士電機は，本契約
　期間中及び本契約廃棄後5箇年問は，フォイト式水車を製作し，若しくは
　製作せしめ，又は，供給・輸出しない義務を負う」との趣旨の条項があっ
　たQ
　〔審決〕　以上の事実は，水車の販路を制限するものであって，独占禁止
　法旧4条1項3号に違反する。
　この審決は当事者間で設定した競業禁止義務を独占禁止法旧4条の違反と
したものであるが，同条は昭和28年の改正で削除された。したがって，現在
では法解釈論上の先例とはいえなくなっているが，独占禁止法を適用する場
合の検討材料にはなると思われる。
　審決ではないが，公正取引委員会の発表したガイドラインの幾つかには，
継続的取引契約終了後における競業の制限についての公正取引委員会の法運
用を述べているものがある。
　④　供給業者による総代理店に対する制限　公取委「流通・取引慣行に関
　　する独占禁止法上の指針」§105（平3．7．11）
　　契約終了後において競争品の取扱いを制限することは，総代理店の事業
　活動を拘束して市場への参入を妨げることとなるものであり，原則として
　独占禁止法上問題となる。ただし秘密情報の流用防止その他正当な理由が
　あればよい。
　⑤　特許ライセンス契約における制限　公取委「特許ノウハウライセンス
　　契約ガイドライン」第1－3一（3）（平1．2．15．）
　　契約終了後においてライセンシーが競争品を取扱うこと又は競争技術を
　採用することを制限するのは，不公正な取引方法の一般指定11項又は13項
　に該当するおそれが強い。
　◎　ノウハウライセンス契約における制限　同上ガイドライン
　　略同旨（第2－3一（3））。ただし，ノウハウの流用を防ぐため必要な範
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　囲内で，短期問だけ制限する場合は原則として合法（第2－1一（4））。
　⑥　フランチャイズ契約における制限　公取委「フランチャイズ・システ
　　ム・ガイドライン」5－3，昭58．9．20．
　　契約終了後の競業禁止については，特定地域で成立している本部の商権
　の維持及び本部が加盟者に対して供与したノウハウの保護の必要性等と比
　較衡量する必要があるが，当該フランチャイズにおける本部と加盟者との
　取引関係・．その形態，加盟者の事業・営業の内容，加盟者と顧客との取引
　関係・その形態等の要素を総合勘案して合理的理由のある期問・内容に限
　られることが望ましく，必要な限度を超えているものについては一般指定
　　ノ　の第14項（優越的地位の濫用）等に該当するおそれがあろう。
　以上によれば，継続的取引契約終了後の競業禁止契約は，特許ライセンス
契約の場合は原則違法，総代理店契約とノウハウライセンス契約の場合は秘
密情報やノウハウの流用の防止等正当な理由があれば合法で，その他は原則
違法，フランチャイズ契約の場合は合理性の有無で合法性の有無を判断する
ということである。なお，ガイドラインによって適用法条に若干のちがいが
みられる。すなわち，＠⑤◎の場合は拘束事件付取引ないし排他条件付取引
の禁止，＠の場合は優越的地位濫用の禁止が規制の根拠条文となっている。
通説によれば，両者の間には大きな要件上のちがいがあるが，私は，基本的
には市場経済秩序にあたえる影響の有無や程度により判断するということで，
方法論上の根本的な差異はないと理解している。したがって，これらの規定
の適用上は，どの規定を選択しても，結局においては公正競争阻害性を認定
しなければならないのであり，その存在が認められるときに独占禁止法上の
違法性を帯びるものである」注1）その意味で，上記の⑬⑭事件も，③～⑥の
ガイドラインも，そのような見地からレイシオ・デシデンタイとしての適用
範囲を画して行くことが必要だと思われる。
（注1）　拙著・独占禁止法177頁以下，215頁以下参照。
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五結論
　以上のところで継続的契約関係終了後における競業禁止問題に対する民事
裁判所の判例と公正取引委員会の行政とをみてきた。多数の判決や審決・ガ
イドラインに盛られた内容は，全体的にみて必ずしもきれいな整合性を保っ
ているわけではない。私は，本稿の問題に対する結論として，この課題を次
のように整理すべきではないかと考える。
　（1）継続的契約関係から離脱した者が，その終了後に行う競業行為は，そ
れが契約時の相手方の営業権を侵害するものであるときに不法行為となる。
したがって，単に同業種の営業を開始するというのではなく，従来の企業の
企業秘密・ノウハウ・顧客を奪取する等の方法で営業を行うと，違法となる
可能性がある。
　さらに，従来の契約の相手方との間に特別の信認関係・信頼関係等が認め
られるときは，契約の余後効として，若干の期間，競業避止義務を負う。
　（2）継続的契約関係終了後の競業を禁止する契約は，それ自体ただちに違
法と判断されるものではなく，その目的・内容・程度・方法・効果等に合理
性が認められるかどうかによって合法性の有無が判断されるべきである。い
いかえれば，何らの理由もないのに競業を禁止する合意には，法的な効力が
あたえられない。しかし，競業禁止契約を結ぶ以上は，当事者間においては，
それなりの理由があるのが一般である。その意味で，合理性の有無の審理な
しに，競業避止契約の違法性の有無を判断することはできないのが通常であ
る。この場合，合理性の存在の挙証責任は，禁止により利益を受ける者の側
にある。
　（3）合理性の有無は，契約当事者の利益と公共政策（public　policy）の二
面から判断するぎ注1）
　（4）公共政策のなかで最も重要なのは独占禁止法政策である。これは独占
禁止法の適用により行われるが，独占禁止法に違反した契約は，公正取引委
員会により排除措置を課されるほか，民法第90条等にを通して無効の効果を
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引き起すのが原則である。
　独占禁止法の適用上は，一般に，不公正な取引方法（19条）の一般指定13項
（拘束条件付取引）の該当性が問題になる。その際は，公正競争阻害性（特
　　　　　　　　　　　（注2）に有力事業者違法基準　　に注意するべきである。）が重要な認定要件にな
る。
（注1）本文中（2）（3）の結論は，だいたいにおいてイギリスにおけるノーデンフェルト事
　　件の判決と同じである。Nordenfelt　v．Maxim　Nordenfelt　Guns　and　Ammunition
　　Co．，〔1894〕A．C．535．
（注2）　右の基準については公取委・前掲流通取引ガイドライン参照。
（付）　本稿は，事業者に対する継続的契約関係終了後における競業の禁止に関する法律論
　　を一般的に考慮したものであるが，筆者は，このテーマをフランチャイズ・システム
　に特化したものとして「フランチャイズ契約終了後の競業避止義務」（関東学院法学
　　1巻2号所収予定）を執筆した。本稿の姉妹編として併せて読んでいただければ幸い
　である。
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